
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱硬化性樹脂を含む電気絶縁性基材にビアホールを形成する工程と、前記ビアホールに
導電粒子と熱硬化性樹脂からなる導電性ペーストを充填する工程と、前記電気絶縁性基材
と前記導電性ペーストを、フィルムまたは金属箔からなるプレスシートを前記電気絶縁性
基材と直接接するように配置して、加熱加圧し硬化する熱プレス工程と、前記プレスシー
トを除去する工程と、前記導電性ペーストと電気的に接続される配線を形成する工程とを
含み、前記配線を形成する工程において、前記電気絶縁性基材に付着するとともに前記導
電性ペースト内の前記導電粒子と結合するめっき配線を少なくとも一方に形成することを
特徴とする配線基板の製造方法。
【請求項２】
　前記めっき配線を形成する工程は、電気絶縁性基材の全面に触媒処理をする工程と、電
気絶縁性基材の全面に無電解めっきを行う工程と、電解めっきによってパターンを形成す
る工程と、前記無電解めっきをエッチングする工程とを含む請求項１に記載の配線基板の
製造方法。
【請求項３】
　前記熱プレス工程において、前記電気絶縁性基材の前記めっき配線を形成する面に、導
電性ペースト内の導電粒子と異なる材料の金属箔を積層し、加熱加圧によって前記電気絶
縁性基材と前記導電性ペーストを硬化させることを特徴とする請求項１に記載の配線基板
の製造方法。
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【請求項４】
　前記金属箔の少なくとも電気絶縁層と接触する面が粗化されていることを特徴とする請
求項３に記載の配線基板の製造方法。
【請求項５】
　前記配線を形成する工程において、感光性パラジウム触媒を用いた無電解めっきによっ
て配線パターンを形成することを特徴とする請求項１に記載の配線基板の製造方法。
【請求項６】
　前記プレスシートの電気絶縁基材と接する面に凹凸が形成されている請求項１に記載の
配線基板の製造方法。
【請求項７】
　前記プレスシートの電気絶縁基材と接する面の凹凸を、表面をエッチング処理すること
により設ける請求項６に記載の配線基板の製造方法。
【請求項８】
　前記プレスシートの電気絶縁基材と接する面の凹凸を、表面にこぶ状粒子をめっきにて
付着させることにより設ける請求項６に記載の配線基板の製造方法。
【請求項９】
　前記プレスシートの電気絶縁基材と接する面の凹凸を、機械的に粗化 ることにより設
ける請求項６に記載の配線基板の製造方法。
【請求項１０】
　前記プレスシートを除去する工程を、前記プレスシートを機械的に剥離することにより
行う請求項１に記載の配線基板の製造方法。
【請求項１１】
　前記プレスシートを除去する工程を、前記プレスシートを化学的に除去することにより
行う請求項１に記載の配線基板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、インナービアホール接続により複数層の配線が電気的に接続された配線基

製造方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、電子機器の小型化、高性能化に伴い、産業用にとどまらず広く民生用機器の分野に
おいても、ＬＳＩ等の半導体チップを高密度に実装できる多層配線回路基板が安価に供給
されることが強く要望されてきている。このような多層配線回路基板では、微細な配線ピ
ッチで形成された複数層の配線パターン間を、高い接続信頼性で電気的に接続できること
が重要である。
【０００３】
このような市場の要望に対して、従来の多層配線基板の層間接続の主流となっていたスル
ーホール内壁の金属めっき導体に代えて、多層プリント配線基板の任意の電極を、任意の
配線パターン位置において層間接続できるインナービアホール接続法、すなわち全層ＩＶ
Ｈ構造樹脂多層基板と呼ばれるものがある（特開平０６－２６８３４５号公報）。これは
、多層プリント配線基板のビアホール内に導電体を充填して、必要な各層間のみを接続す
ることが可能であり、部品ランド直下にインナービアホールを設けることができるために
、基板サイズの小型化や高密度実装を実現することができる。また、インナービアホール
における電気的接続は導電性ペーストを用いているために、ビアホールにかかる応力を緩
和することができ、熱衝撃等による寸法変化に対して安定な電気的接続を実現することが
できる。
【０００４】
この全層ＩＶＨ構造樹脂多層基板として、図１（ａ）～（ｈ）、図２（ａ）～（ｃ）に示
すような工程で製造される構成が従来から提案されている。図１（ａ）に示す１０１は、
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被圧縮性の多孔質基材よりなる電気絶縁性基材である。この電気絶縁性基材１０１の両側
に、図１（ｂ）に示すように、保護フィルム１０２をラミネート加工によって貼り付ける
。続いて、図１（ｃ）に示すように、電気絶縁性基材１０１と保護フィルム１０２の全て
を貫通するビアホール１０３を、レーザー等によって形成する。次に図１（ｄ）に示すよ
うに、ビアホール１０３に導電性ペースト１０４を充填した後、図１（ｅ）に示すように
、両側の保護フィルム１０２を剥離する。この状態で図１（ｆ）に示すように、両側から
箔状の配線材料１０５を積層し、図１（ｇ）に示す工程で、配線材料１０５を加熱加圧す
ることにより電気絶縁性基材１０１に接着させる。この時、電気絶縁性基材１０１は被圧
縮性の特徴を持つため、加熱加圧によって厚み方向に収縮することとなる。また、この加
熱加圧工程によって導電性ペースト１０４は厚み方向に圧縮される。この圧縮によって導
電性ペースト内の導電粒子が高密度に接触し、同時に配線材料１０５と導電性ペースト１
０４の電気的接続も実現されることとなる。次に、図１（ｈ）に示すように、配線材料１
０５をパターニングすることによって両面配線基板が完成する。
【０００５】
図２（ｆ）～（ｈ）は、図１（ｆ）～（ｈ）のビアホール近傍を拡大して示した図である
。図２には、配線材料１０５を加熱加圧によって電気絶縁性基材１０１に接着する際、導
電性ペースト１０４が圧縮され、導電性ペースト１０４内の導電粒子が高密度に接触する
様子が示されている。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
上述のような従来の構成および製造方法において、ビアホール１０３の径を小さくすると
、ビアホール１０３の面積に反比例して、配線材料１０５と導電性ペースト１０４内の導
電粒子との接触点が減少する。実際、配線材料１０５と導電性ペースト１０４の界面にお
ける電気的接続は、配線材料１０５と導電性ペースト１０４内の導電粒子の接触によって
確保されており、接触点が減少することによって、初期の接続抵抗値が高い部分が発生し
、初期の接続抵抗値のばらつきが大きくなるという問題が生じる。また、初期の接続抵抗
値が高い部分については、温度サイクル試験やプレッシャークッカー試験などの信頼性試
験で、接続抵抗値が変動する現象が見られる。
【０００７】
　本発明は、上記の問題を解決し、電気絶縁性基材によって隔てられた複数層の配線をイ
ンナービアホールにより電気的に接続した構成の配線基板 において、安定した層間
接続を実現することにより、微細で信頼性が高く、接続抵抗値にばらつきの少ない配線基
板 を提供することを目的とする。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　 本発明の配線基板の製造方法は、熱硬化性樹脂を含む電
気絶縁性基材にビアホールを形成する工程と、前記ビアホールに導電粒子と熱硬化性樹脂
からなる導電性ペーストを充填する工程と、前記電気絶縁性基材と前記導電性ペーストを

加熱加圧し硬化する熱プレス工程と、 前
記導電性ペーストと電気的に接続される配線を形成する工程とを含み、前記配線を形成す
る工程において、前記電気絶縁性基材に付着するとともに前記導電性ペースト内の前記導
電粒子と結合するめっき配線を少なくとも一方に形成することを特徴とする。この製造方
法によれば、応力集中が発生しやすい配線と導電性ペーストの界面での接合強度を向上さ
せることができ、熱衝撃等による寸法変化に対して安定した層間接続を実現する配線基板
を提供することができる。
【００１５】
　上記の製造方法 、
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、フィルムまたは金属箔からなるプレスシートを前記電気絶縁性基材と直接接するように
配置して、 前記プレスシートを除去する工程と、

において 前記めっき配線を形成する工程は、電気絶縁性基材の全面に
触媒処理をする工程と、電気絶縁性基材の全面に無電解めっきを行う工程と、電解めっき



　 前記熱プレス工程において、電気絶縁性基材のめっき配線を形成する面に、導電
性ペースト内の導電粒子と異なる材料の金属箔を積層し、加熱加圧によって電気絶縁性基
材と導電性ペーストを硬化させることが好ましい。この製造方法によれば、前記金属箔の
みを選択的にエッチングによって除去することが可能となり、ビアホール内の導電性ペー
ストに機械的なストレスを加えることなく、導電性ペーストを露出させることができる。
この結果、工程中に導電性ペーストにかかるダメージを抑制することとなり、安定した層
間接続を実現する配線基板を提供することが可能となる。
【００１６】
上記の製造方法において、前記金属箔の少なくとも電気絶縁層と接触する面が粗化されて
いることが好ましい。この製造方法によれば、導電性ペーストの露出面積を広げることが
できるので、めっき配線形成の際の結合面積を広げ、層間接続の安定性を高めることがで
きる。また、アンカー効果によって密着力の高いめっき配線を有する配線基板を提供する
ことが可能となる。
【００１７】
　上記の製造方法において、感光性パラジウム触媒を用いた無電解めっきによって配線パ
ターンを形成することが好ましい。この製造方法によれば、めっき配線形成工程を簡略化
することができ、生産性に優れた配線基板を提供することが可能となる。
　また、上記の製造方法において、前記プレスシートの電気絶縁基材と接する面に凹凸が
形成されていることが好ましい。前記プレスシートの電気絶縁基材と接する面の凹凸を、
表面をエッチング処理することにより設けることができる。あるいは、前記プレスシート
の電気絶縁基材と接する面の凹凸を、表面にこぶ状粒子をめっきにて付着させることによ
り設けることができる。あるいは、前記プレスシートの電気絶縁基材と接する面の凹凸を
、機械的に粗化 ることにより設けることができる。
　また、上記の製造方法において、前記プレスシートを除去する工程を、前記プレスシー
トを機械的に剥離することにより行うことができる。あるいは前記プレスシートを除去す
る工程を、前記プレスシートを化学的に除去することにより行うことができる。
【００１８】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。
（実施の形態１）
実施の形態１の配線基板について、図を用いて説明する。図３に示すように、本実施形態
にかかるプリント配線基板は、電気絶縁性基材３０１の両面にめっき配線３０２ａ、３０
２ｂが形成された構成の、いわゆる両面プリント配線基板である。めっき配線３０２ａと
めっき配線３０２ｂとは、電気絶縁性基材３０１を貫通して設けられた導電体である導電
性ペースト３０３を介して電気的に接続され、導電性ペースト３０３内の導電粒子と結合
している。
【００１９】
ここで、本プリント配線基板の製造工程について、図４（ａ）～（ｉ）を参照しながら説
明する。
【００２０】
まず、図４（ａ）に示した電気絶縁性基材４０１は、被圧縮性の多孔質基材である特徴を
備えたものである。つまり、この電気絶縁性基材４０１の厚み方向に圧縮を加えることで
その寸法が収縮する。収縮の程度については、電気絶縁性基材４０１中に形成する空孔を
制御することで調整することができる。電気絶縁性基材４０１の材料としては、織布・不
織布等の繊維のペーパーに樹脂を含浸させたものを用いることができ、含浸の際に空孔も
同時に形成されることとなる。ペーパーとしてアラミド繊維を主成分とする不織布ペーパ
ーを用い、樹脂としてエポキシを主成分とする熱硬化性樹脂を用いれば、電気絶縁性基材
４０１内の空孔を均一に効率良く形成することができ、被圧縮性の高い絶縁性基材を得る
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ことができる。
【００２１】
電気絶縁性基材４０１の両面に、図４（ｂ）に示すように、保護フィルム４０２を形成す
る。保護フィルム４０２は、ＰＥＴやＰＥＮを主成分とするフィルムを、ラミネートによ
って電気絶縁性基材４０１の両面に貼り付けるのが、簡便で生産性のよい製造方法である
。
【００２２】
次に図４（ｃ）に示すように、保護フィルム４０２、電気絶縁性基材４０１を貫通するビ
アホール４０３を形成する。ビアホール４０３はパンチ加工、ドリル加工、レーザー加工
によって形成することができるが、炭酸ガスレーザーやＹＡＧレーザーを用いれば、小径
のビアホールを短時間で形成することができ、生産性に優れた加工を実現できる。
【００２３】
続いて図４（ｄ）に示すように、ビアホール４０３に導電性ペースト４０４を充填する。
導電性ペースト４０４は、銅、銀、等の金属導電粒子と樹脂成分から構成される。このと
き、保護フィルム４０２は、導電性ペースト４０４が電気絶縁性基材４０１表面に付着す
るのを防ぐ保護の役割と、導電性ペーストの充填量を確保する役割を果たす。導電性ペー
スト４０４は印刷による充填が可能なため、生産性に優れているという利点も有する。
【００２４】
保護フィルム４０２を剥離することで、図４（ｅ）に示す状態を得る。導電性ペースト４
０４は保護フィルム４０２によって充填量を確保している。つまり、導電性ペースト４０
４は、保護フィルム４０２の厚み程度の高さ分だけ、電気絶縁性基材４０１の表面より突
出した状態となっている。
【００２５】
保護フィルム４０２を剥離した後図４（ｆ）に示すように、電気絶縁性基材４０１の両面
にプレスシート４０５を介して加熱加圧を加え、導電性ペースト４０４を圧縮する。加熱
加圧後は図４（ｇ）に示すように、電気絶縁性基材４０１が厚み方向に寸法収縮すること
になる。この様子をビアホール近傍を拡大して示したのが図５（ｆ）、（ｇ）である。そ
れぞれが、図４（ｆ）、（ｇ）に対応する。図５（ｆ）に示すように、充填後の導電性ペ
ースト４０４は導電性ペースト内の導電粒子間に樹脂成分が多く存在し、充分な電気的接
続が確保されていない。これに対してプレスシート４０５を介して加熱加圧工程加えるこ
とで、図５（ｇ）に示すように、電気絶縁性基材４０１の厚みが収縮し、その結果、導電
性ペースト４０４に圧縮が加わり、導電性ペースト４０４内の導電粒子が密に接触するこ
ととなり導電性ペースト４０４内の電気的接続を確保することができる。
【００２６】
次に図４（ｈ）に示すように、両側のプレスシート４０５を除去する。プレスシート４０
５としては、耐熱フィルムの表面にリケイ処理を施したフィルムを用いることができる。
この場合はプレスシート４０５を機械的に剥離することになる。また、プレスシート４０
５として、導電性ペースト４０４内の導電粒子とは異なる材料の金属箔を用いることがで
きる。この場合は金属箔のみをエッチングによって除去することが可能となる。金属箔を
エッチングする薬品を選ぶことによって、導電性ペースト内の導電粒子を浸食することな
くプレスシート４０５を除去することができる。また、プレスシート４０５を化学的に除
去することで、導電性ペーストに機械的ストレスを付与しないので、工程中に導電性ペー
スト内の導電状態を劣化させることがない。
【００２７】
引き続き図４（ｉ）に示すように、露出された導電性ペースト４０４と結合するめっき配
線を形成する。めっきによる配線形成は無電解めっき、電解めっきが用いられる。無電解
めっきによって配線形成する際は、電気絶縁性基材４０１に触媒処理を施した後パターン
めっきを行っても良いし、全面に無電解めっきによって配線材料を形成した後にエッチン
グによってパターニングしても良い。全面に無電解めっきを施す際に、電解めっきを併用
すると短時間で厚膜形成することが可能となる。
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【００２８】
上記めっき配線を形成する簡便な製造方法として、図９（ａ）～（ｅ）に示す製造方法を
用いることもできる。図９（ａ）には、電気絶縁性基材９０１に導電性ペースト９０２を
充填し、加熱加圧によって圧縮を加えた後の状態を示す。この状態は図４（ｈ）に対応す
る。次に図９（ｂ）に示すように、電気絶縁性基材９０１の両側に感光性パラジウム触媒
９０３を塗布する。この触媒は紫外線を照射することによって活性化する性質を備えたも
のである。次に図９（ｃ）に示すように、フォトマスク９０６を介して紫外光線９０４を
照射する。それにより、紫外光線９０４が照射された部分の感光性パラジウム触媒９０５
が活性化することになる。ここで、図に示すように紫外光線９０４として平行光を用い、
フォトマスク９０６と電気絶縁性基材９０１の間にギャップを設ければ、フォトマスク９
０６の表面へのごみ付着等の汚染を抑制することができ、繰り返し露光を行う際に、安定
した工程を実現できる。
【００２９】
引続き、無電解めっきを行うことによって、図９（ｄ）に示すように、感光性パラジウム
触媒が活性化した箇所にのみ選択的にめっき配線９０７が形成されることとなる。次に、
活性化されていない部分の感光性パラジウム触媒を除去し、図９（ｅ）に示すような両面
プリント配線基板を得ることができる。この様な製造工程を用いることによって、フォト
レジストを用いることなく配線パターン形成が可能となり、生産性に優れたプリント配線
基板を提供することができる。
【００３０】
上述のように導電性ペースト内の導電粒子と結合するように形成されためっき配線は、結
合界面での強度に優れ、配線上に電子部品が実装されるなど機械的なストレスが働いた際
でも、導電性ペーストとの結合界面で亀裂を生じにくい特徴がある。つまり、導電性ペー
スト内の導電粒子同士の結合強度より配線と導電性ペーストの結合強度を強くすることで
、応力が発生した際の緩和を導電性ペースト内部で実現することができる。導電性ペース
ト内部では導電粒子が立体的に高密度に接触しているため、応力によって導電粒子の位置
が変化したとしても電気的接続の状態を劣化させることがない。この結果として、安定し
た層間接続を実現する配線基板を提供することができる。
【００３１】
また、図４の（ｆ）～（ｉ）の工程は、図６（ａ）～（ｄ）に示すような工程とすること
もできる。この例は、プレスシート６０１である金属箔の表面に凹凸を設けることで、電
気絶縁性基材６０２の表面に容易に凹凸形状を形成するものである。
【００３２】
図６（ａ）に示すように、プレスシート６０１は、電気絶縁性基材と接触する面に凹凸が
形成されている。凹凸を形成するには、表面をエッチング処理によって粗化する方法や、
こぶ状粒子をめっきによって付着させ凹凸を形成する方法、機械的に粗化する方法を用い
ることができる。図６（ｂ）に示すように、この凹凸は加熱加圧工程中に電気絶縁性基材
６０２の表面に転写される。次に図６（ｃ）に示すように、両側のプレスシート６０１を
除去する。引き続き図６（ｄ）に示すように、露出された導電性ペースト６０４と結合す
るめっき配線６０３を形成する。
【００３３】
こぶ処理によって凹凸を形成した場合は、めっき配線６０３と電気絶縁性基材６０２の間
により強固なアンカー効果が得られ強い密着を実現することができる。またこの凹凸によ
って導電性ペースト６０４の露出面積を広く確保することができるとともに、めっき配線
６０３と導電性ペースト６０４の密着力も向上することとなる。
【００３４】
上記の実施の形態では電気絶縁性基材として、被圧縮性の多孔質基材の例について示した
が、電気絶縁性基材として両面に接着層が形成されている電気絶縁性基材を用いてもよい
。少なくとも片側の接着層に配線を埋め込むことによって、導電性ペーストに圧縮を加え
、ペースト内部の導電粒子の電気的接続を確保することができる。特に片側からのみ配線
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を埋め込む場合は、導電粒子と結合するめっき配線を、埋め込まれていない側の配線に適
用することで、安定した接続状態を確保することができる。
【００３５】
接着層で導電性ペーストの圧縮を確保する構造の場合は、電気絶縁性材料として有機フィ
ルム基材・ガラスエポキシ基材等を用いることができる。有機フィルム基材を用いれば屈
曲性のあるプリント配線基板を提供することができ、ガラスエポキシ基材を用いれば安価
なプリント配線基板を提供することができる。
【００３６】
その場合の製造工程について、図８を参照しながら、簡単に説明する。図８（ａ）に示し
た電気絶縁性基材８０１の両側には、接着層８０２が形成されている。接着層としては、
熱硬化性のエポキシ樹脂、熱硬化性のポリイミド樹脂等が用いられる。接着層８０２は、
導電性ペーストを圧縮するという観点から、配線の埋め込みを実現しつつ、流れ性の小さ
いものが好ましい。図８（ｂ）に示すように、この電気絶縁性基材８０１の両側に保護フ
ィルム８０３をラミネートによって貼り付ける。次に、図８（ｃ）に示すように、電気絶
縁性基材８０１と保護フィルム８０３を貫通するビアホール８０４を形成し、図８（ｄ）
に示すように、ビアホール８０４に導電性ペースト８０５を充填する。引き続き両面の保
護フィルム８０３を除去し、電気絶縁性基材８０１の表面から導電性ペースト８０５が突
出した図８（ｅ）の状態を得る。次に図８（ｆ）に示すように、既に配線８０６が形成さ
れた支持基材８０７とプレスシート８０８を積層し加熱加圧を加える。ここで、図８（ｇ
）に示すように、配線８０６が接着層８０２に埋め込まれることで、導電性ペースト８０
５に圧縮が加わることとなる。次に図８（ｈ）に示すように、プレスシート８０８を除去
し、図８（ｉ）に示すように、導電性ペースト８０５と結合するめっき配線８０９を形成
する。引き続き支持基材８０７を除去することで、図８（ｊ）に示す両面プリント配線基
板を得ることができる。支持基材８０７の除去は、工程中に配線の欠け・汚れ等のダメー
ジが加わるのを避ける効果を考慮して、できるだけ後の工程で行うのが好ましい。
【００３７】
なお、本実施例では片側より配線を埋め込むことによって導電性ペーストを圧縮する構造
を説明したが、両側から圧縮を加える構造でも同様の効果が実現できるのは言うまでもな
い。
【００３８】
（実施の形態２）
本発明の他の実施形態について、図７を参照しながら説明する。図７に、本発明にかかる
多層プリント配線基板の一例として、６層プリント配線基板の製造段階における構成を示
す。なお、多層プリント配線基板の層数は６層に限定されるものではなく、以下に説明す
る製造工程に準じて製造することができる。
【００３９】
図７（ａ）～（ｄ）を用いて、多層プリント配線基板の製造工程について簡単に説明する
。まず図７（ａ）に示すように、４層プリント配線基板７０３の両側に、導電性ペースト
７０４が充填された電気絶縁性基材７０２を介してプレスシート７０１を配置する。図７
では電気絶縁性基材として被圧縮性の多孔質基材を用いた例を示しているが、両面に接着
層を有する電気絶縁性基材を用いても同様の効果が得られる。電気絶縁性基材７０２は、
４層プリント配線基板７０３にアライメントされ積層されることとなる。４層プリント基
板７０３としては、全層ＩＶＨ構造樹脂多層基板の例を示しているが、多層プリント配線
基板の構造はこれに限定されるものではない。
【００４０】
続いて図７（ｂ）に示すように両側から加熱加圧を加え、導電性ペースト７０４を圧縮す
る。次に図７（ｃ）に示すようにプレスシート７０１を除去し、図７（ｄ）に示すように
、露出した導電性ペースト７０４と結合するめっき配線７０５を形成して、６層プリント
配線基板が得られる。この例では、６層プリント配線基板の最外層の配線と導電性ペース
トがめっきによる結合である例を示しているが、この結合が多層プリント配線基板の内層
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配線にも適用されていれば、多層基板の内部でも安定した層間接続が実現されることにな
る。
【００４１】
一方、多層プリント配線基板の最外層には部品を実装する配線部が存在し、最外層の配線
と導電性ペーストとの結合を強固なものとすることによって、多層プリント配線基板の接
続信頼性を効果的に向上させることができる。つまり、多層プリント配線基板に曲げスト
レスが加わった際、内層よりも、最外層の配線と導電性ペーストの界面に応力集中が発生
しやすいので、最外層の配線と導電性ペースト間の結合を強固にすることで、効果的に多
層プリント配線基板の接続安定性を向上させることができる。
【００４２】
また、最外層の配線と導電性ペースト間に応力集中が発生するのは、部品を実装した際で
も同様である。
【００４３】
特に、応力集中する配線層がシミュレーション等によって明らかな場合は、上記製造方法
に準じてその界面を強化するように多層プリント配線基板を構成をすることで、効果的な
接続安定性の向上を実現できる。
【００４４】
【発明の効果】
本発明によれば、応力集中が発生する層の配線と導電性ペーストの結合を強化することが
できる。この結果安定した層間接続を実現する配線基板を提供することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　従来例のプリント配線基板の製造方法を、主要な製造工程毎に示す断面図
【図２】　図１の製造方法における工程（ｆ）～（ｈ）における構成を、ビアホール付近
を拡大して示した断面図
【図３】　実施の形態１にかかるプリント配線基板の構成を示す断面図
【図４】　実施の形態１にかかるプリント配線基板の製造方法を、主要な工程毎に示す断
面図
【図５】　図４の製造方法における要部の構成を、ビアホール付近を拡大して示した断面
図
【図６】　図４の製造方法における工程（ｆ）、（ｇ）の他の構成を、ビアホール付近を
拡大して示した図
【図７】　実施の形態２にかかる多層プリント配線基板の製造方法を、主要な製造工程毎
に示す断面図
【図８】　本発明の実施の形態における、他の構成の電気絶縁性基材を用いた製造方法を
、主要な工程毎に示す断面図
【図９】　本発明の実施の形態におけるめっき配線を形成する方法の一例を、主要な工程
毎に示す断面図
【符号の説明】
１０１　電気絶縁性基材
１０２　保護フィルム
１０３　ビアホール
１０４　導電性ペースト
１０５　配線材料
３０１　電気絶縁性基材
３０２ａ　めっき配線
３０２ｂ　めっき配線
３０３　導電性ペースト
４０１　電気絶縁性基材
４０２　保護フィルム
４０３　ビアホール
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４０４　導電性ペースト
４０５　プレスシート
４０６　めっき配線
６０１　プレスシート
６０２　電気絶縁性基材
６０３　めっき配線
６０４　導電性ペースト
７０１　プレスシート
７０２　電気絶縁性基材
７０３　４層プリント配線基板
７０４　導電性ペースト
７０５　めっき配線
８０１　電気絶縁性基材
８０２　接着層
８０３　保護フィルム
８０４　ビアホール
８０５　導電性ペースト
８０６　配線
８０７　支持基材
８０８　プレスシート
８０９　めっき配線
９０１　電気絶縁性基材
９０２　導電性ペースト
９０３　感光性パラジウム触媒
９０４　紫外光線
９０５　感光性パラジウム触媒
９０６　フォトマスク
９０７　めっき配線
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】 【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】 【 図 ７ 】

【 図 ８ 】 【 図 ９ 】
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